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理事会セッション 

目に見えない脅威にどう対処するのか？ ―新型コロナウイルスと放射性物質― 
How do we cope with invisible threats? - COVID-19 and radioactive hazard - 

（1） COVID-19 から原子力災害へ 

(1) Mutual learning between COVID-19 and nuclear disaster  
＊越智 小枝 1 

1東京慈恵会医科大学 
 
1. はじめに 

 この抄録作成時点（2020年 8 月現在）、新型コロナウイルスパンデミック収束の兆しは見られない。東京

の感染者数は増加の一途を辿っており、人々はリスクと共に暮らす社会をいよいよ真剣に考えなくてはな

らない時期に来ている。 

 原子力発電所（原発）事故後の福島を見てきた者であれば、2 月にパンデミックが起きた当初からリスク

コミュニケーション・科学コミュニケーションが必要であることは明らかであった。たとえば福島におけ

る甲状腺スクリーニング時の状況を想起すれば、性急に開始した検査が偽陽性・偽陰性に係る問題や検査

陽性者への差別を引き起こすことは容易に想像ができたし、感染回避が放射線回避と同じく長期的な健康

被害を起こし得ることも十分予測ができた。しかし残念ながらこのような懸念につき、当初十分なコミュ

ニケーションを行えていたとはいえない。 

なぜ福島の知恵は今般のパンデミックに応用されなかったのか。そこには、原子力災害について学びな

がら「おらが災害」の枠を超えて知恵を共有しきれなかった我々の責任も大きいだろう。本報告では、原

子力災害と新型コロナパンデミックに共通する課題について考察し、災害横断的な学びの重要性につき改

めて提言できればと思う。 

 
2. インフォデミックを助長する「正解信仰」 

 人々の不安が高まる時には様々な誤情報や陰謀論が流布する。その結果偏ったリスク回避やある特定の

人々に対する風評・差別が生じる。これらの情報災害（インフォデミック）の根源は、この情報化社会に

おいて我々が分からないことに脆弱になっているためだ。 

今の情報化社会に生きる我々は、今回の災害時のように何か分からないことが起きるとまず検索をする

習慣が染みついている。それは即座に情報を得られるという意味で、決して悪いことではない。しかし回

答を得ることに慣れすぎた結果、「正解が存在するのかどうか」と問われることは益々稀になっている。 

災害のさなかには、「正解がない」あるいは「今の所分からない」情報が多々出現する。しかしたとえば

「今自粛をすべきかどうか」を検索すれば、ほとんどの検索結果は「すべき」「すべきでない」の両論のい

ずれかを返すだろう。「状況による」「予測不能」という回答を検索から得ることは難しい。 

人々が最も頻繁に知りたがる「正しいリスク選択」という問いには、本来正解はない。リスクはその性

質上「不可知性」を含有しているからだ。つまり検索によりリスク選択の正解・不正解を得ることは本来

不可能であり、予測不能な事態であればあるほど、検索により誤った、あるいは偏った回答を得る可能性

が高いという事になる。一方で災害の規模が大きくなるほど予測不能性が上がると同時に人々の不安は募

る。その結果人々が検索を行う頻度は急増する。大規模災害時にインフォデミックが氾濫する理由は、こ

の相乗効果によるものだろう。 

 インフォデミックを最小限にとどめるために、科学者が災害時にすべきことは、現状でどの情報に正解

があり、どの情報は未知・不可知であるかを明確に発信することである。しかし災害時にはしばしば周囲

の過度な専門家依存に寄り、専門家が容易には「分からない」と発言できない空気が醸される場面がみら

れる。 
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3．正解信仰が生む専門家依存 

 どこかに正解があるに違いない、という正解信仰はまた、「誰かが正解を知っているに違いない」という

他者への依存へもつながる。未曽有の災害という正解のない状況においてもなお「専門家」へ過剰な期待

と責任がかけられるのはそのためだ。 

 もちろんパンデミックにおいてウイルスの基礎知識や PCR 検査の基礎知識、診察や検査の現場の実情を

それに携わる人々に語ってもらうことは重要だ。しかしそれを元にどのように暮らすのか、どのリスクま

で許容するのか、というのは本来生活者自身が決めることである。例えば専門家が「感染収束の為に 8 割

の自粛が必要」と試算したところで、それが可能か不可能か、それに社会が耐えられるのかどうかを議論

するのは数理疫学者一人の知識が及ぶ範囲ではないだろう。ましてや未知のウイルスの動態・人の動態が

100%予測可能なはずもない。それにもかかわらず、自身の暮らしの在り方や将来予測の責任までを専門家

に負わせるかのような報道もしばしば耳にする。 

自分の人生までも専門家に預けるかのようなこの過剰な専門家依存は、一方では「自称」専門家の安易

な扇動に乗る劇場型マスメディアを作り上げ、耳当たりのいい回答を流布することでインフォデミックを

加速した。 

 社会の在り方、人の暮らし方を設計・予測できる専門家など存在しない。情報を元に行動を選択するの

は日々を暮らす我々だ。専門家もまた、「下々の者に正解を示す」傲慢を自制する必要がある。本来専門家

がなすべきことは、あくまで材料の提供、つまりあるリスクとそのリスク回避により呼び込み得るリスク

の両者を提示し、人々が自身の価値観に基づいてリスクを選択できるようコミュニケーションを繰り返す

ことだ。 
  
4．悪人・責任を求める正義信仰 

 大災害の後にはしばしば行政等の対応が不十分であることから「これは天災ではなく人災である」とい

う人が必ず出る。誰かが悪いから災害が拡大したのだ、というこの発想は、災害の本質を見誤っているよ

うに見える。 

災害とはある事象が社会のキャパシティを超えた状態を指す。つまり災害時には必ず平時のシステムが

許容量オーバーとなっていることが前提とも言える。そもそも平時のシステムが対応可能であれば災害と

は呼ばれないことを考えれば、天災の中には必ずそれまでの対策の破綻、という「人災」が含まれる。 

たとえば日本ではマグニチュード 4 の地震が災害になることは殆どない。それは建物の耐震構造のお蔭

だ。ではマグニチュード 9 の地震で建物が崩壊したら、それは耐震基準の設定を甘くした政府のせいなの

だろうか。実はそれは順番が逆であり、耐震基準を超える地震だから災害と呼ばれるのである。そういう

意味では「この天災は人災だ」というのはトートロジーに限りなく近い。 

もちろんだからと言って対応責任者が努力を怠って良いという意味ではない。むしろ、全ての災害にお

いて災害対応者は、自分が「人災」の一端を担い得ることを自覚する必要があるだろう。 

一方で、ジャーナリズムについては災害時には人・モノ・金が不足することが前提となることを理解し

た発信が必要だ。誰かを叩けばモノが出てくるような「打出の小槌」は存在しない。しかし弱者＝正義と

いう古いジャーナリズム精神に則った過剰な「責任者叩き」により現場の人間に「マスコミ対応」という

余計な負担をかけるべきではないだろう。 
 

5. 施策にゼロリスクは存在しない 

 極論を言えば、災害に関わる政策はすべからく人災を引き起こし得る、という認識が、全ての人に必要

だ。たとえば今般のパンデミックにおいて、種々の自粛要請、GoTo キャンペーンのような経済活動促進、

いずれの政策決定でも被害者が出る。前者では飲食業や接客業が廃業の危機に立たされたし、後者では感

染者の急増により医療や保健所が物理的・精神的に限界に達している。それは政策決定前から容易に想像

できることだ。 
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問題は、施策決定そのものにあるのではなく、「ゼロリスクの政策」が存在するかのような幻影の下、政

策の是非論ばかりが議論されることだ。政策には必ずそれにより損失を被る者が出る。その被害者を前提

としない政策の推進は、防災システムばかりを強化して避難訓練を行わない施設のようなものだ。ある政

策を決定する時には、被害者がゼロであるふりをするのではなく「被害者の出ない政策決定など存在しな

い」という前提の下、予測される被害者への対策を同時に行うことこそが必要だ。 

たとえばどんなに注意を払っても、人が動く限り感染は増える。それは施策そのものの抱える加害性で

ある。今の施策はその加害性から逃避するために、「夜の街クラスター」「ルールを守れない若者の感染」

などとある特定グループに責任を押し付けることにより、規制さえ強化すれば感染はアンダーコントロー

ルとなるかのような、誤ったゼロリスク信仰を広めているように見える。 

これは原子力政策にとっても他山の石だろう。原子力の安全性を施設の規制強化にばかり頼み、その責

任を関係者のみに帰すことは、再びゼロリスク信仰を生むこととなる。住民との対話を怠る限り、その信

仰から脱することはできないだろう。原子力政策が被害者を生み得ること。それを前提に住民自らの災害

対策も呼びかけなければ、将来の被災者への備えが不十分な政策が未来の被災者を増やす結果となりかね

ない。 
 

6．正義・正解・ゼロリスクからの脱却 

 上記の例は、原子力災害とパンデミックという 2 つの災害を比較した時に見えてくるごく簡単な例に過

ぎない。しかしその簡単な課題ですらあまり議論されないのは、災害横断的な情報共有という概念自体が

未だ乏しいためだと思される。原発事故の知恵をパンデミックに共有できていれば防げたかもしれないイ

ンフォデミックや住民不安があるのではないだろうか。繰り返すが、その被害の原因は、原子力災害から

の学びをパンデミックに充分活かせなかった我々にもある。 

今、原子力からパンデミックに何が貢献できるのか、自分事として考える一助になれば幸いである。 
 

*Sae Ochi1 

1The Jikei University School of Medicine. 


